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による*4。一方,完 結出生児数*3をみると,30年間ほぼ一定である(グ ラフ2)。この2.21とい う数
字は人口維持数に達 している。 この2.21(完結出生児数)と いう数字 と1.33(合計特殊出生率)と い




生率の乖離が示すことは,現 状では 日本人は結婚することによって多数の夫婦が平均2人 以上子ど
もを持つことである。つま り出生率の低下は出生能力が一番高い時期に結婚しな くなったこと,婚期
が遅 くなったことがその主要因といえる。
このような未婚化(初 婚年齢の高齢化'晩 婚化および生涯未婚率の上昇*5・非婚化)へ の影響 とし
て親 との依存関係を根拠 とする議論がある。P.S.仮説である(山 田1997)。「学卒後もなお,親 と
同居 し,基礎的生活条件を親に依存 している未婚者⊥(同上1997,p.11)を「パラサイ ト・シング












P.S.仮説 が登場する以前は高齢化 した親 と同居するかどうかの決定要因を研究するものが多い。
おそらく 「同居」は高齢化 した親との選択幅が多 く,若者の場合 「離家」研究 として考えられる傾向
があることが理由であると考えられる。 ところが,現 在の未婚若年層の 「パラサイ ト」化は 日本特有
の現象であ り(山田1997),「離家」(leavingtheparentalhome)研究か らも 「同居」する日本人
未婚者の解釈が可能である。 日本を除 く他の国では 「離家」の年齢に差はあるが単峰分布(離 家の ト
レン ドが1回)で あるのに対 し,日本の若者の 「離家」は双峰分布であると指摘されている(Zeng
Yi等1994)。「離家」の決定要因は主に就学や就職や結婚によってであるが,日 本の場合,就 学や
就職時期である17歳か ら18歳に1つ 目のピークがあり,2つ 目のピークは全体 としては25歳か ら28
一111一




日本における老親 と成人子の同居の決定要因については年長の息子が親 と同居し家を継 ぐという日
本の理想的な 「家制度」モデルによる研究(MartinandTsuya1991,1994;田渕1 98;西岡
2000)や別居状態にある親 と子の接触の程度の度合いの測定などソーシャルサポー トの研究がある
(MartinandTsuya1991)。老親 と成人子の同居研究はさらに 「結婚後同居」「中年子 と老親の同居」,
「子との同居」の3つ のモデルに分類される(MartinandTsuya1991)。






少 していてもきょうだいの数 と親の生存率の改善によって同居傾向が上昇 し,片親が死別 している場
合,同 居可能性は増加するが 「親の健康」 自体は同居に影響を与えない(Hiroshima1987)。妻の親
との同居の場合,妻 が長女(男 きょうだい無し)であることが同居に正の影響を与えることが指摘さ
れている(MartinandTsuya1994;Kojima1990)。
「子 との同居」について,親 子間の規定要因について論 じる場合,そ の同居形態が 「親の側からみ
た同居」なのか 「子の側からみた同居」なのかによって影響が変化する(廣 嶋1984)。親の側から
みた同居確率(親 が少なくとも一人の子 どもと同居する確率)と,子 の側からみた同居確率(子 が少





きょうだいの数 ・性別 ・年齢は,年 齢が高ければ(男 女問わず)同 居に正の影響を与 えている







ため,そ のような地域で は結局年齢層が高 くなるのである。
配偶者の属性(年 齢,教 育水準,親 の欠損,年長者かどうか)に ついては,年 齢 ・教育水準はは夫
と妻である程度近いもの になるため影響は小さい。教育水準に限っていえば,低 い教育水準であると
妻の親 との同居は少な くなる。妻が長女でないとき,同居の可能性が高まる。逆に長男でな くても長
女であれば同居の可能性 は高まるということである(Kojima1990)。








近年では同居形態は取 らないながらも親から子へのサポー トなどのメリットやネ ットワークをもつ
「準同居」「近居」 とい う形態も注 目されてきている(西 岡等2000)。第2回 全 国家庭動 向調査
(1998)の有配偶女子 を対象 とした調査において,居住地が近接 しているほど親の援助が受けやすい
ことから,親 世代 との同居では若 い年齢層ほど別居志向が強いが別居については若い年齢層ほど近居
の割合が高 く,敷地 内別居を含めると30歳代前半までの世代では別居の4割 以上を占めていること
は指摘されている(西 岡等2000)。つまり若い世代(有 配偶)ほ ど同居 より別居を,別居であれば
親からの便宜を享受 しや すい近居別居を選好する傾向があるのである。一方,老 親 と成人 「未婚子」
との同居は増大 している(宮 本等1997;山田1997)。老親 と子どもとの同居現象は老親 と成人子
との間の援助関係を規定 する重要な要因なのである(Whyte1994)。
老親 と成人子の同居について1980年前後からこの現象は 「家制度」的規範 に基づいたものだけで
はな く,親 および子 どもの合理的な選択に基づ く同居が,特 に都市部を中心として増加傾向にあると
いう(田 渕1998)。これは現在の親 と子の関係が老親の経済的 自立を可能にするような社会保障制
度が一定程度整備された結果,子 世代が積極的にそれを選択 しているという議論 と同居規範あるいは
家族形成規範そのものに関する議論に分類される(同上1998)。娘 との同居の増大,一 時的には別
居 しても親が高齢 になれば同居する慣行が(廣 嶋1984),そして同別居が規範的にではな く親子双
方の必要に従って便宜的 に選択されている同居観があるとしている(田 渕1998)。
こうした同居現象の捉 え方は,多 くの親 と子が経済的に対等な地位を確保するようになれば相対的
に多 くの同居は,親 の規範意識や子の義務意識に基づいて形成されるよりは,親 子双方に利益をもた
らす居住形態 として親子 のニーズに基づいて選択的に形成されるようになるということ推測される
(田渕1998)。親の子供観の変化 として社会的には依然 として子どもは投資であるのにもかかわ ら
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ず 「子どもを持つ意味」を老後の支 え(投 資)か ら楽 しみ(消 費)と 捉えていることが関係している
という議論もあ り(Retherfordetal.1996,永瀬2001)子 どもは(コ ス トの高い)「楽しみ」 とし
て 「消費」する媒体であるとい う子供観の変化が親 のニーズを強めていると考えられる。
さらに,成 人しても子供が親元を離れることがで きないのは環境要因としてマクロ経済的要因の影
響を強調する研究がある。「相対所得仮説」*によって若者が結婚を生活水準を下げるものとして認識
し,親 と同居したままであるという傾向の存在や所得水準が低いことなど結婚 と親 との同居は相互依
存的な現象であるとする(加藤2001)。
親子との同居決定には住宅事情の影響 を受けるという研究がある。未婚者の居住状況と結婚の関係
については,女 子の場合は男子と反対に親 と同居 している方が別居 している方よりも結婚が早 くな
り,親元 にいる若 い女性 が結 婚に よる窮乏化 を嫌い単 身化 につながると指摘 している(浅 見等
2000)。また大都市圏における年齢 階層別の一人当た り住宅床面積の平均値は,年 齢層が上がると単
独世帯 と夫婦のみ世帯の居住水準 は上昇するが二人以上世帯の未婚者の居住水準は30代以降でほぼ
横ばいであることから,20代,30代では夫婦のみ世帯の一人当たり床面積がもっとも狭 く未婚者は
結婚することにより居住水準 が低下 するという(同 上2000)。また結婚前後の同居 コス トの変化
は,結 婚前の親 との同居と別居の違 いにより影響を受け,同 居同士の組合せでは新規の住居費負担が
発生し,別居同士では住居費は減少 する。未婚者の親 との居住動向をみると,女性で72.7%,男性で
56.1%が親 と同居 しているということ踏 まえると,8割以上のカ ップルは結婚によって住居費の上昇
が予想される(浅見等1997)。
価値観の変動 と親子同居については,平 成13年度のr国 民生活白書』(経済企画庁)に よるものが
ある。若年層の結婚観に関する調査 においてい くつかの指標を 「伝統重視群」 と 「多様性重視群」 と
して分けた ところ,20代後半から30代前半 にかけての独身男性には 「伝統重視」の人が多 く,年齢
別でみると若年世代では,多様性重視群の割合が高 く,中高年世代では伝統重視群の割合が高 くなっ
ているが,未 婚の20～30代男性で は,伝 統重視の人が多 くなっている。この ことか ら伝統的価値観
を持つ若年層未婚者 と親 との同居の関係,親 子のサポー ト関係について考察する必要があると考える。
2-3.未婚成人子の親同居の実態
1995年に発表さされた総務庁統 計局のr国 勢調査報告第10巻一親子の同居等に関する特別集計結
果』によれば,「親 との同居」は全 国(1億2544万人)の 内5330万人で全国の人口に対する割合は
42.5%と5割を下回っており,男女比でみると男性 が44.5%・女性が40.5%となっている。しかし配
偶関係別にみると,男性で同居 している人は,未 婚が2104万人(男 性の未婚者の78.8%)・有配偶が
593万人(男 性の有配偶者の18.5%)・離別が26万人(男 性の離別者の23.5%)・死別が7万 人(男 性
の死別者の5.5%)となっている。 一方女性で親 と同居 している人は,未 婚が1936万人(女 性の未婚
者の84.9%)・有配偶が598万人(女性の有配偶者の18.7%)・離別が33万人(女性の離別者の16.4%)・





あるが,平 均初婚年齢に近い20～39歳の未婚者についてみると親 と同居 している人は1185万人(20
～39歳の未婚者の67.6%)と全国の人口の一割近 くを占めており親 との同居率もかな り高 くなってい
ることがわかる。
日本人の場合,大 学進学をきっかけとして親 とは独立の世帯を構える場合が多いが,学 卒後rU
ターン就職」のように就職時,地 元へ帰 り親 と再同居する傾向が強 く(1995年時点で20%が「出戻
り」親同居未婚者),男性 も女性 も親 と同居可能ならば同居する傾向にある(山 田1997)。また20歳
代で働 く未婚女性の実に約9割 近 くは親 と一緒に暮 らしている(阿藤2000)。とくに女性の就業 と
親同居は深 く関連 していると考えられ就業形態別にみた場合,男 性は非正社員に親同居が多 く,女性




田1997)。これは1975-1985年にみられる若年層における世帯形成割合(世 帯主率)の 鈍化 とリン
クしている(廣嶋1993)。1970年代は経済社会の成熟化をもとに出生率に大幅な変化があらわれ
(阿藤2000),1980年代の高度経済成長 ・大学や就業機会の大都市圏集中化により1960年代に地方
から多 くの一人暮 らし未婚者(1947年か ら1950年生まれの団塊世代 ・第一次ベビーブーム世代)が
大都市圏に流入し,彼 らの子供たち,つ まり「団塊ジュニア」(1970年前後生まれ)が 「パラサイ ト・
シングル」を構成 している(山 田1997)。このように大都市圏生まれの1980年代 「パラサイ ト・シ
ングル」とrUタ ーン」する地方生まれの1990年代 「パラサイ ト・シングル」によって親 との同居
率が上昇し,それに伴い未婚率が上昇 し,少子化が加速されているのである(山 田1997;宮本等
1997;阿藤2000)。
3.仮 説 と概念モ デル
本研究ではP.S.仮説を補助線 とした成人子と親 との同居の決定要因に関する分析を行なう。P.S.
仮説の中心概念である 「未婚」「若年」「就業あ り」「大都市」居住を軸に,そ のほか先行研究で示さ
れている概念を用 いて検証を行なう。データの制約から検証できない変数 も存在することは否めな











































1998)。「居住地」に関 しては山田(1997)で「大都市郊外の若年層」に 「パラサイト ・シングル」
が多い という記述から変数 としてピックアップした。 しかし過去の先行研究(MartinandTsuya
1991など)で は一般的に大都市 よりも地方に多いとされている。人口学的要因において,デ ー タの
制約上回答者本人の 「出生順位」を含むことができない。
「社会経済的要因」に関しては,永 瀬(2002)や山田(1997)の議論によって裏付けられる。 これ
は子 どもが経済的に自立できるか,そ れ とも自立 しなくてもよいような環境があるのかの検証であ
る。 よって 「本人年収」は負の関係,「世帯年収」は正の関係があると考えられる。学歴や職業的地
位に関する変数も同様である。「15歳時の父親の職業」にっいては,加 藤(2001)において議論され










ほ ど(安藤等1986),公的年金収入の低い親ほど(高 山寺1996),低い支出階層 ほど(Kojima






いては,男 子である方がそして長男 ・長女である方が同居しやす く(震幅1990,Kojima1989),妻
の場合は夫が長男でないとき(妻の親 と)同居しやすい(MartinandTsuya1991)。「子どもの結婚
形態」では,見 合い結婚である場合同居 しやすい(MartinandTsuya1991)。「同居規範への支持」











の20～39歳に統制 した値 とほぼ同様であ り,山田(1997)が20歳未満を統制 した値 とも符合する。
このデータにおける年齢の範囲が28歳から77歳ということも考慮 しても,同 居率の高 さは際立って
いると考えられる。むしろいわゆる 「結婚適齢期」以降でも親 と同居する未婚者の属性を見ることが
できるということで,最 も再生産に適している時期における 「パラサイ ト」ぶりというものが伺いし
れる結果となっているといえるだろう。
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独立変数は 「人口学的変数」「社会経済的変数」「親 ・子のニーズ」「価値観」ということで4つ の
変数群をつくり今回は 「人口学的変数」「社会経済的変数」を投入 したモデル1・モデル2と 価値観
に焦点を絞 ったモデル3・モデル4を用いて分析する。




があるのかは検証の余地がある。「未婚 ダミー」はNFRJ98データの 「結婚経験の有無」変数か ら
「結婚経験なし」を1と し,「結婚経験あ り」(離別 ・死別を含む)を0と したダミー変数である。独
身状態であることも親同居に影響すると考えられるが,未 婚であることよりもその影響は小さいこと
と 「パラサイ ト ・シングル」仮説 と意 図が一致 しないことなどを考慮 した。「大都市ダ ミー」は




卒ダミー」 と 「専門 ・短大ダミー」は 「本人年収」 との関係からそれぞれ異なる影響があると考えら





般従事者」「経営者」を1,「派遣社員」「パー ト・アルバイ ト等」を1,そ れ以外を0と したダミー
変数である。学歴 と職業については男女差があることがわかっている。男性の場合,学 歴が低 く職業
的地位が低い者に同居傾向がみられる。女性の場合には,結 婚行動が親 との同居を解消する契機 にな











して用 いる。「本人年収」は 「収入はない」から 「1200万以上」の10段階の各階級の中点を対数化 し
たものを用いる。 この変数は男性において負の影響があると考えられる。「世帯年収」は 「収入はな
い」か ら 「1200万以上」の9段 階であ り階級の中点を対数化したものを用いる。世帯年収は親 と同
居 していればそれだけ大きくなることは想像に難 くない。また 「本人年収」を考慮して考えることで
親依存があるかどうかがみてとれる。社会経済的要因でみて とれることは,回 答者本人の経済的 自立
が可能 かどうかである。先行研究では回答者が経済的に自立ができないため親 と同居しているという
見解が一般的であ る。
「親子 のニーズ」に関 しては 「子のニーズ」(「持ち家(借 家)ダ ミー」「本人初幟自営ダミー」「本
人初幟臨時ダミー」)と 「親のニーズ」(「父親の就労状況」)がある。「子のニーズ」に関して,「持ち
家(借 家)ダ ミー」はNFRJ98データの 「住居形態」で 「持ち家(一戸建て)」「持ち家(マ ンション)」
である場合を1と し,「公団 ・公社等の賃貸住宅」「民間の借家 ・賃貸アパー ト」「社宅等の給与住宅」




間についての設 問で,回 答者の70%が「30以内」 と回答 していることから,初幟の選択が居住地の
選択 とリンクして いることが傾向としてみて とれる。その上で親 との同居であれば回答者本人の意思
で近場の職場 を選択しているということが推測される。「父親の就労状況」は 「就労している」場合




価値観については,NFR98データの 「家族についての意見(そ れぞれ4段 階評価)」(「男性は外で
働 き女性は家族を守る」「愛のない夫婦は離婚すべき」「未婚者でも性的な関係をもって もかまわない」
「子 どものためな ら親は自分の事を犠牲にすべき」「親の面倒を見 るのは長男の義務」「親が年を とっ
たら子 どもは親 と同居すべき」)を主成分分析にかけて因子得点を変数化 したものである。2つのグ




分析手法はロジスティック回帰分析であ る。親同居研究において最 もスタンダー ドな分析手法であ
る。 ロジスティック回帰分析は従属 変数 が2値 を取 るとき,確 率の範囲をたとえば(0,1)から
(一。。,。。)に変換し,こ の変換値に対して線形モデルを適用する分析手法である。 この変換の仕方
をロジスティック変換(対 数オッズ変換 という。ここで得 られる回帰係数は最尤推定法によって得 ら
れるものである。最尤推定法は標本が母空間で実現することのできる最大確率を推定する方法である。
表1変 数の操作化
従 属 変 数
親同居ダミー 回答者の親 と同居 しているか(有1;無0)
独立変数 値 符合条件
【人口学的要因】
年齢 回答者の年齢(実 数,28～77歳) 一
きょうだい数 きょうだい数(実 数,0～9人) 一
未婚ダミー 未婚:1,既婚(経 験含む):0 十
大都市ダミー 13大都市+10万人 以上:1,10万人未満+町 村:0 一
【社会経済的要因】
大卒ダミー 大卒:1,高卒以下(高 卒 ・中卒):0 一
専門 ・短大ダミー 専 門 ・短 大:1,高 卒 以 下(高 卒 ・中 卒)=0 一
本人一般職ダミー 一 般 職:1 ,そ れ 以 外:0 十
本人臨時職ダミー 臨時 職=1,そ れ 以 外:0 十
父親高等教育ダミー 旧制中学 ・新制高校 ・旧制高校 ・大学:1,義務教育:0 十
父親農林漁業ダミー 農 林 漁業:1,一 般 業:0 十
・
本人年収 本人の年収,カ テゴ リーの中点を対数化 一
世帯年収 世帯全体の年収,カ テゴリーの中点を対数化 十
【親 ・子 の ニ ー ズ 】
持ち家(借 家)ダ ミー 持 ち 家(一 戸 建 て ・マ ン シ ョン):1,借 家(賃 貸 住 宅 ・ア パ ー ト):0 十
(本人初幟)
本人初幟自営ダミー 自営 業:1,そ れ 以 外:0 十
本人初幟臨時ダミー 臨時職:1,それ以外:0 十
父親の就労状況(調査時) 就労している:1,就 労していない:0 十
【価値観】(家族規範)
伝統的家族規範 「男は外,女 は内」「子供のために親は犠牲」 十
「親の面倒は長男」「老親 と同居すべき」




男性については 「年齢」が低 く 「きょうだい数」は少な く 「未婚である」 ということ,「大都市」
以外に居住(10万人以下+町 村)で 有意な結果がみられた。「大都市」変数を除 くすべての変数は
P.S.仮説を支持するものである。「大都市」変数に負の有意がでることは先行研究によってもみられ
るものであ り(MartinandTsuya1994),「家制度」モデルとして説明されている。ただし親同居の
趨勢が 「家」モデルを示す ものであるということは田渕(1998)らによって示されている通 り,親
子の相互依存関係や労働経済的要素などの諸要因から若年層に大都市に居住することがスタンダー ド
であるとはいえない。親同居は若年層に多 く,結婚にともない親同居が終了され核家族世帯が増加し











あ る。 とりわけ 「本人年収」 と 「世帯年収」の逆転 関係は興味深い もの といえる。 これは山田
(1997)の「パラサイト(寄生)し ている人たちは,『好きで親 と同居 しているわけではない』 と言
い訳せざるをえない」(p.14)ということを示していると考え られる。













男女 ともに 「持ち家」に住んでいるということが大 きな影響を与えている。 しかしここで注意が必
要である。男性では,「父親の就労」に負の有意関係がみ られるが 「本人年収」が低 く 「世帯年収」
高い ということで経済的な傾向がみて とれる。「父親は就労 していない」 ということであるが,年 金
の存在や退職金な どの関係からみても説明は困難である。女性については 「持ち家」のみに効果がみ
える。男女 ともであるがオ ッズ比が未婚の効果 と同じくらい大 きな効果 としてあらわれている。経済
的自立ができず家が持ち家である場合に親 との関係の良し悪 しに構わず親同居は選択 されている。女
性に関しては結婚が親 との同居を終了させる要因として最 も重要なものである。つま り親 と同居する
ことが未婚であり続けさせるということではな く結婚の機会がないため親 と同居しているのである。
(4-1)「価値観」(因子得点)




















モ デ ル (1)～②+(5)価値観(因 子得点) (1)～(2))+(6)価値 観(設 問)
男 子 女 子 男 子 女 子
独 立変 数
B EXP(B) B EXP(B) B EXP(B) B EXP(B)
年 齢 一 .045** .956一 .036** .965 一 .044** .957 一 .038** .963
きょうだい数 一 .237** .789一 .440** .644 一 .225** .799一449** .638
未婚ダミー 2.201** 9,0343.59**36,327 2.077**7,9823.547**34.72
大都市ダミー 一 .721** .486 一 .366* .694一 .715** .489一365* .694
大卒ダミー 一 .580** .560一352 .703 一 .622 .537一 .370 .691
専門 ・短大ダミー 一 .065 .937一 .333* .717 一 .083 ,920一 .347+ .707
本人一般職ダミー 一 .285+ .752 .039 1,039 一 .296* .744 .044 1,045
本人臨時職ダミー .305 1,357一 .096 .909 .337 1,401一 .094 .910
父親高等教育 ダミー 一373** .689一 .048 .953一 .406** .668一 .059 .943
父親農林漁業ダミー .241+ 1,272 .350 1,420 .211 1,235 .388+ 1,473
本人年収 一1 .218** .296一 .056 .946一1.205** .300一 .042 .958
世帯年収 2.299**9,961 .458 1,580.2.305**10,027.471 1,601
持ち家ダミー 2.512** 12,331 1.860**6,422 2.483**11,9741.857** 6,407
伝統的家族規範 .158** 1,172 .103 1,109
性への寛容性 一 .091 .913 .066 1,068
男性は外で女性は内 一 .101+ .904一 .003 .997
愛のない夫婦は離婚 一 .085 .918 .142 1,153
婚前性交を許容 一 .007 .993一 〇68 .935
自分より子供優先 一 .110+ .896一 .064 .886
親の面倒は長男の義務 .333** 1,395一121 1,290
親が年をとった ら同居 .034 1,034 .255** .259
切 片 .679+ 一 .906* .587 一1.350*
一2Log値 2065,122 1089,984 2035,428 1079,854
カイ二乗値 655,039 546,072 684,733 556,202
観測値数 2425 2355 2425 2355
親同居有 603 260 603 260
親同居無 1822 2095 1822 2095
**:P>0.01*:P>0.05+:P>0.1
7.結 論
本論文は成人子 と親 との同居を若年者 に照準をあてて分析 した。有力な仮説のひとつでありさまざ
まな根拠から構築されているP,S.仮説 は親子同居か らのみでは当然すべてを説明しうるものではな
い。実際,先 行研究や今回の分析ではP.S.仮説 とは異なる部分 も多い。例えば 「大都市」居住であ




仮説 とは異なる部分 であ る。ただし,「大都市」や 「父親」の属性 というものは回答者からすれば外
在的な ものである。 回答者 自身の属性に目を向けてみるとむしろ 「パラサイ ト・シングル」仮説に沿
ったものとなって くる。まず 「学卒後」の 「低年齢」層の 「未婚者」は親同居の傾向が著しく高い。
この傾向は とくに男性についてみ られる。女性の場合,多 くの変数を投入 してみて も効果が薄いこと
や結婚が親同居を終 了させる大 きな要因になっていることなど,結婚するまでは基本的に親 と同居 し
ているという慣行がみて とれる。つま り方向性 としては親同居が結婚を阻害 しているというよりも結
婚できないから親 と同居 していると考えられるのである。男性に関 しては経済的自立の要素が最 も大
きい。「本人年収」 と 「世帯年収」の逆転関係や親 との関係が良好 とは限 らないこ とか らみても,経
済的に自立できないため"仕 方 な く"親同居 しているという男性像が窺える。ただし男性の場合,伝
統的家族規範 とりわけ老親の扶養に対する考え方が強いことも親同居に影響を与えていることがわか
る。今回の分析では回答者の出生順位をモデルに入れることがで きなかったため 「家制度」モデルの
解釈には注意が必要 である。P.S.仮説の大きなテーマのひとつである親への 「依存主義」に関 して
は,今 回の分析では男性の経済的依存関係そして価値観における子 どもから親への扶養義務感 しか確
認できなかった。
この種の分析で常 に付 き纏 うのがデータ上の制約の問題であるが,今 回の分析でいえば年齢の下限
が高い(28歳)こ とがあ る。 これについては都合の良いところもあ り悪いところもある。良い とこ
ろは30代を過 ぎて も未婚で親 と同居 している人の効果をみることがで きることである。 しかし欠点






出来ず,依 存の形態 をとりなが ら 「準同居」や 「近居」などその実形態の変化を考慮 した分析が望ま
れ る。また未婚者のみならず結婚後 も親か らの援助傾向がみ られることな どを考えると,P.S.仮説
を親 との同居の観点か ら説明するには片親 との同居,配 偶者の親 との同居など同居形態を詳細にみる




*1:合計特殊出生率 とは 「ある年の人 口について,再 生産年齢(こ こでは15～49歳をとる)に ある女子の年齢
別特殊出生率を算出し,そ れ ら各年齢の特殊出生率の合計値をもって表すもの」(国立社会保障 ・人口問題
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研 究所)で あ る。
*2:「少子 化 」 とは1992年に経 済 企 画 庁 に よ って 初 め て使 わ れ た 造 語 で あ りそ の定 義 は 「出 生 率 の 低 下 とそ れ に
ともな う家 族 や 社 会 に お け る子 ど も数 の 低 下 傾 向」 とされ る現 象 を指 す 。
*3:完 結 出 生 児 数 とは 「夫 婦 が結 婚 し,出 生 活動 を 行 な い,そ の 後 十 分 に時 間 が経 過 して 子 ど も を産 ま な くな っ
た時 点 の 子 ど も数 」(国 立 社 会 保 障 ・人 口問 題 研 究 所),「結 婚 持 続 期 間15～19年の 夫 婦 の 平 均 出 生 児 数 」
(同上)を 計 算 す る。
*4:平 均初 婚 年 齢 の 分 布 は,男 性[1950:26.21,1970:27.47,1990:30.35,2000:30.81],女性[1950:23.60,
1970:24.65,1990:26.87,2000:28.58](厚生 労 働 省 統 計 情 報 部2001)。
*5:生 涯 未 婚 率 とは 「45～49歳と50～54歳未 婚 率 の平 均 値,50歳 に お け る 未 婚 率 」(総 務 省 統 計 局)を 示 す。 そ
の 分布 は,男 性[1950:1.46,1970:1.70,1980:2.60,1990:5.57,2000:12.57],女性[195 .3 ,1970:3.33,
1980:4.45,1990:4.33,2000:5.82]o
*6:相 対 所 得 仮 説 とは 親 世 代 に対 す る若 者 世 代 の 相 対所 得,若 い 男 性 の 現 在 の 所 得 と親 の 過 去 の 所 得 の比 の 改善
は 結婚 を 早 め逆 に 相 対 所 得 の 悪 化 は 結 婚 を遅 らせ る と い う仮 説 。 イー ス タ リソ が提 唱 した(加 藤2001)。
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